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経営者の裁量行動と償却方法の変更
岡部孝好
1. はしがき
わが国では，相互持合関係にある内部株主，取引銀行（特にメーンバンク），
系列販売店，資材・部品供給業者，労働組合など，企業の周辺に，企業と継
続的に，また密接な関係を保持している「利害関係者」が多数存在する。こ
れらの人々や法人は，自己の利害を護るというやむにやまれぬ動機から経営
者の行動を内側から監視していて，会計報告書をつぶさに検討したうえで，
経営者のパフォーマンスを綿密に評価するものとしよう。このバフォーマン
ス評価は会計利益にもとづくもので，それが「過大な」ときにも，また「過
小な」ときにも，経営者に対して厳しいペナルティを課す仕組みになってい
ると仮定する。このような状況においては，経営者は， 会計利益が「過大
に」，あるいは「過小に」ならないかどうかをたえずチェックし， もしペナ
ルティを受けるおそれがあれば，会計利益を動かすことによってそれを回避
しようとするであろう。その手立ての 1つは減価償却方法の変更で，たとえ
ば会計利益が大幅に減少しそうな場合には，追加の税金を支払ってでも，定
率法から定額法に切り換え，償却費を軽減することが考えられる。
本稿は，このような仮説がわが国でどの程度まで現実性をもつかを検証し
ようとするものである。そのためにまず，次節で裁量行動の意味を明確にし
て，この分析のための概念的な枠組みを整理する。そして，第 3節で，わが
国における減価償却方法の選択環境を検討し，現実にどのような変更の余地
があり，その変更がどのような効果を生むのかを明らかにする。この準備に
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もとづき，第4節では，実証分析のモデルを提示し，そこで導出された仮説
を現実のデークに突き合わせてみることにしたい。最後の第5節では，まと
めと展望が行われる。なお，この分析で利用された事例の中には個別にみて
も興味あるケースが多数あるので，末尾にいくつかのケースを「補論」とし
て提示しておいた。
2. 経営者の裁量行動
(1) 裁量行動の概念
公表する会計数値にもとづいて経営者に対し，陰に陽に，賞罰を賦課する
システムが存在する場合には，経営者は問題となる会計数値の成り行きを暁
みながら，将来に自分が受ける賞を増やし，罰を減らすように合理的に行動
を選択する（利己心アプローチ）。 このため， 会計数値は経営者行動にインパ
クトを与え，それが多くなりそうか少なくなりそうかによって，経営者が選
ぶ行動が違ってくる。「裁量行動」 (discretionarybehavior)とか「利益操作」
(earnings management)というのは会計数値を意図的に動かすことによって
自己を有利にする行動を指すが，それもこの合理的な経営者行動の一環とし
て出現するものである。この点を具体的に例示するため，本来の仮説から離
れ，「もし会計利益が赤字になったら経営責任を問う」というルール（賞罰の
システム）があり，しかも期末には赤字になりそうな形勢である場合を取り上
げよう！）。この場合には，経営者は，何はともあれ赤字を回避しなければな
らないから，期中においていろいろな「手」を打とうとするであろう。その
1)ここでは，利益が「過小な」場合だけを例示しているが，このケースとは反対に，
「過大な」会計利益に対してペナルティが課されることもある。会計利益が多いと
政府の規制が強まる，値上げができない，賃上げ要求が強まる，納税額が増えるな
どがその例である。これらの場合には状況はまった＜逆になって，経営者は会計利
益を減らすように動機づけられる。しかし，利用できる手段は同じで，生産・販売
政策，財務政策の見直し，裁量的支出の増額，オン（オフ）バランスシート化，会
計方法の変更によって対処する点に注意されたい。
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「手」として次の 4つが代表的なものである。
A. 生産・販売政策，財務政策の見直し：販売活動をいっそう鼓舞し，売
上を引き上げたり，繰り上げたりする。また，製造原価の削減，販売
費・管理費の節約，金融費用の引き下げを徹底する。
B. 裁量的支出の削減：研究開発 (R&D)投資，設備投資， 人的資本投資
（新規採用，教育・訓練など）を削減したり，先送りしたりする。あるい
は広告宣伝，交際，寄付，献金などの水準を落とし，費用を切り詰め
る。
C. オン（オフ）バランスシート化：有価証券， 土地などの売却によって
「益出し」を行い，簿外にある「含み益」を表面に出す。
D. 会計方法の変更：有価証券の評価方法，棚卸資産の評価方法，減価償
却方法，引当金の計上基準などを変更して，表面上の利益を膨らませ
る。
会計情報の機能の 1つは経営者行動をコントロールすることにあるが，そ
の狙いは投資，生産，販売，財務などの意思決定に影響を与え，資源の利用
を効率化することにある（岡部， 1985)。上のAのケースでは， 会計情報によ
るこの締め付けが有効で，期待通りの効果が現れているといえる。「もし会
計利益が赤字になったら」という威嚇が経営者を効率的な資源の利用に動機
づけ，それに向けての現実的な努力を引き出している。したがって，このケ
ースは裁量行動には含まれない。
また， Bのケースも冗費を削ることによって，あるいは不要不急の支出を
先送りすることによって，資源の利用効率を引き上げるものといえ，少なく
ともその一部は会計情報が狙いにするコントロールの目的に合致していると
考えられる。しかし， たとえば R&D投資，広告宣伝費などを最適な水準
以下に切り下げるのは将来のキャッシュ・フローを犠牲にするものといえ，
株主の長期的な利益を損なう可能性が大きい。 これらの裁量行動はときに
「裁量的支出」 (discretionaryexpenditure)といわれるが，その多くは経営者
の恣意的な判断によって調整されており，必ずしも効率性を高めるものでは
198(434) 第 37 巻 第3•4号合併号
ない。この点で，この裁量的支出の調整は裁量行動の 1つに数えられるのが
ふつうである(Baber,Fairfield and Haggard, 1991)。
取得原価の低い有価証券，土地などを保有する場合には，それを売却する
だけで多額の売却益が実現し，会計利益が増加する。これがCの「益出し」
で，わが国で広く行われている経営戦略である。これは会計利益を増やすだ
けのために行われるもので，株主に最も有利な時点での資産の処分では必ず
しもない。多くの場合，それには資源の節約という効果がともなっていない
し，金額もクイミングも恣意的に選択される。それは貸借対照表の裏側に隠
されている「含み益」を必要におうじて表面に出しているにすぎず，典型的
な裁量行動だといえよう。
Dの会計方法の変更は，実体（本体）をそのままにしておいて，記録上の会
計数値（写体）を変え，これによって外観を装うものであり，資源の利用とい
う実質面には無関係である。したがって，これはしばしば典型的な利益操作
といわれ，会計文献で裁量行動といえば，この会計方法の恣意的な変更だけ
を指すことも少なくない2)。
(2) 裁量的方法の選択
裁量行動には会計記録のうえで会計数値を動かす「会計的裁量」(accounting
discretion)と，資源の配分そのものを変えることによって会計数値を動かす
「実質的裁量」 (realdiscretion)の二通りが区別できる。上のDは会計的裁量
であり， BとCが実質的裁量にあたる。しかし，公表される会計利益を装う
という狙いはいずれも同じで，背後の動機に違いがあるわけではない。した
がって，賞罰のシステムが強く働いている場合には，会計的裁量か実質的裁
量かにかかわりなく，経営者は最も有利な裁量的方法を採用するものとみる
ことができる(Schipper,1989; 岡部 1985)。
経営者はこれらすべての裁量的方法を選択できるが，それぞれの中にはさ
2)架空売上を計上するといった粉飾は一種の犯罪であり，ここにいう裁量行動には
含まれない。
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らに細かな選択肢が含まれている。たとえば， Bの裁量的支出による場合に
は，どの項目の支出をどれだけ削減するか， Cの益出しによる場合には，ど
の資産をどれだけ売却するかなどを選ぶ自由が残されている。この点はDの
会計方法の変更の場合も同じで，有価証券，棚卸資産，固定資産，引当金な
ど中のどれにするか，それらの会計方法をどう変えるかなどを決めることが
可能である。したがって， 経営者がもつ選択の余地。~機会集合(opportunity
set) —はきわめて大きいと考えなければならない。
この選択において，経営者はどれか 1つの方法だけを選んで，それを最善
の裁量的方法として採用するかもしれない。 しかし， 選択肢が多様であれ
ば，多数の方法を組み合わせて，それらをワンセットにして適用しようとす
るにちがいない。この方式は，多数の証券を組み合わせて運用するのになぞ
らえて，裁量的方法の「ポートフォリオ」 (portfolio)といわれる (Holthausen
and Leftwich, 1983)。このポートフォリオには会計的裁量のほかに， 実質的
裁量も組み入れられるから，その中はきわめてバラエティに富んだものにな
る3)。経営者は， いくつかの裁量的支出項目を同時に調整するかもしれない
し，「含み益」を抱えた多数の資産を同時に売却するかもしれないし，さら
に多数の会計方法を同時に変えるかもしれない。これらの組み合わせ方は無
数にあるから，ポートフォリオは実に多彩なものになってくる。事実，わが
国においては，一部は R&D支出の削減によって， 一部は益出しによっ
て，一部は償却方法の変更によってというふうに，裁量的方法を複雑に組み
合わせて，会計利益を動かしているケースが多数ある（末尾の補論参照）。
証券のポートフォリオを編成する場合には，個々の証券のリスク (risk)と
リターン (return)を評価して，全体のポートフォリオが最適になるように
3)これまでの実証分析では会計的裁量にしか注意が向けられなかったために，会計
文献でボートフォリオという場合には，多数の会計方法を同時に変更する場合だけ
を意味することが多い (Holthausenand Leftwich, 1983; Zmijewski and Ha-
german, 1983; Watts and Zimmerman, 1990)。しかし，実質的裁量が組み入れ
られているケースも重要であるから，ポートフォリオはもっと広く捉えなければな
らない。
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（ボートフォリオ全体のリスクとリターンが最適化するように）個々の証券を組み合
わせる。裁量的方法のポートフォリオの場合もおそらくは状況は似ていて，
全体としての裁量行動が最適になるように，個々の裁量的方法を組み合わせ
ているものと思われる。たとえば，それぞれの裁量的方法にコスト，ベネフ
ィットがあるとすれば，コストが安い方から，あるいはベネフィットが大き
い方から先にポートフォリオに組み込んでいるというのがその例である丸
しかし，このポートフォリオの編成原理はまだ解明されていない。
(3) 代表アプローチ
裁量行動の選択においては， 現実にはポートフォリオが組まれているの
に，その編成原理が不明だとすれば，裁量行動の実証分析は著しくむずかし
くなる。多数の裁量的方法をどう組み合わせているかが分からないのに，裁
量行動がどのように行われているかを現実のデータによって突き止めなけれ
ばならない(Wattsand Zimmerman, 1990)。しかし，その一般的傾向を把握す
るための近似的な方式がまったくないわけではない。多数の裁量的方法（特
に会計的裁量）を同時に取り上げ，それぞれの影響額（裁量的に動かされた金額）
を合計するというのはその便法の 1つである。たとえば，恣意的な操作を受
けやすい会計処理項目を個別に検討して， それぞれの影響額を「見込計上
額」 (accruals)として集計すれば， 個々の裁量的方法の影響は 1つの数字に
集約される (Healy,1985)。これに代わるもう 1つの方式は「代表アプロー
チ」 (representativeapproach)と呼ばれているもので， どれかの裁量的方法
を1つだけ選んで， それにボートフォリオの全体を代表させる方法をとる
(McNichols and Wilson, 1988)。たとえば，貸倒引当金の見積額が裁量的方法
のすべてを代表しているものとすれば，貸倒引当金の計上基準を追跡するこ
とによって，全体の傾向を明らかにすることができよう。以下で採用されて
4)この点についてはなおも検討の余地が多いが，「費用最小化の原理」にもとづき，
裁量的方法のコストが低い方から組み入れていくというモデルは，岡部 (1985)の
第8章に提示されている。
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いるのはこの代表アプローチであり，裁量的方法を減価償却方法の変更に代
表させている。
この代表アプローチでは，裁量的方法のポートフォリオには償却方法の変
更しか含まれていないと想定しており，この想定が現実に妥当しなければ，
それだけ分析結果の一般性が損なわれることは事実である。他の裁量的方法
によって利益操作が行われていても， その事実は視野の外におかれてしま
ぅ5)。この点で解釈上のむずかしい問題を残すが， 1つの裁量的方法に焦点
を合わせるために，データの取り扱いはポートフォリオ・アプローチよりも
はるかに容易であるし，また分析結果も明確である。
(4) 非裁量的要素
裁量的支出の調整，オン（オフ）バランスシート化，会計方法の変更が実際
に観察されるとしても，全部が全部，会計利益を動かそうとする動機による
ものとはいえない。それらがまったく別個の動機によっていて，裁量行動で
ない可能性がある。たとえば R&D支出が削減された場合でも，それが採
算に合わないという理由によるのであれば，裁量行動とはいえないであろう。
実証分析においては R&D支出の増減といった結果だけに着目し，それを
経営者の動機に関連づけるが，その中には裁量行動にあたるものとそうでな
いものが混在している。同じことは他のすべての場合にもいえ，固定資産の
売却益の中にも，会計方法の変更の中にも「非裁量的部分」 (nondiscretoinary
component)が含まれている。 そこで， 実証分析においては， 何らかの方法
で，この非裁量的部分を取り除き，裁量行動だけを切り取る手順が重要にな
5)たとえばある論者は次のように指摘して，ただ1つの裁量的方法だけに注目する
のは実証分析の説明力を落とすものといっている。「大部分の会計上の選択の研究
は，会計方法の組み合せというよりも，単一の会計方法の選択（たとえば減価償却
の選択）を説明しようとしている。ただ1つの特定の会計方法への影響によりも，
諸方法の組み合せが利益にどう影響するかに経営者はかかわっているので，単一の
会計方法に注目するのはテストカを減殺する。」 (Wattsand Zimmerman, 1990, 
p. 138.) 
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ってくる(McNicholsand Wilson, 1988)。
裁量行動の分析では，非裁量的部分を除去するこの作業が厄介であるが，
会計的裁量行動については簡便な手立てがないではない。監査報告書には会
計方法の変更の理由が明記されているから，それを個別に検討して，裁量的
なものと非裁量的なものと判別するのもその方法の 1つである。たとえば棚
卸資産の会計方法を最終仕入原価法から移動平均法へ変更している場合で
も，コンビュータ化を理由にしているならそれは非裁量的なものといえる
（コンヒ゜ュータで個々の商品の出入りを追跡できれば最終仕入原価法を止める方が合理
的である）し，償却方法の変更でも， それが用途変更によるのであれば，裁
量的行動から除外して，非裁量的なものとみなすことができよう6¥
3. わが国における償却方法の選択環境
(1) 対象資産の選択
裁量行動の実証的な分析にすすむ前に，わが国における償却方法の選択環
境とその変更の影響について予備的な検討をしておこう。わが国では有形固
定資産については減価償却を行うことが強制されている（商法34条，企業会計
原則第三の五）が，その方法としては， 定額法， 定率法， 級数法， 生産高比
例法などが並記されていて（企業会計原則注解20), その選択は経営者に委ねら
れている。このため，実務で採用されている償却方法はきわめて多様なもの
になっているし，またそうであるから償却方法の変更にもいろいろなパター
ンが生まれている。
まず有形固定資産には，建物，構築物，機械装置，船舶，車両運搬具，エ
具器具備品など，多数の種類があるが，これらのすべてに 1つの償却方法を
画ー的に適用するケースも少なくない。しかし，固定資産の種類の違いにお
6)以下の分析でもこの非裁量的部の分離を検討したが，償却方法の変更の場合，非
裁量的なものと考えられるケースは見当たらず，すべてを裁量的行動とみなすこと
にした。
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うじて，それぞれに異なる償却方法を採用している会社も多く（資産の種類，
利用形態など，実状におうじて選択適用することは教科書ではむしろ推奨されている），
このため 1つの会社において建物には定額法，構築物には定率法，機械装置
には級数法，船舶には生産高比例法などと，多様な方法が同時に適用されて
いることがある。
また，生産拠点が散在する場合とか，多数の製品ラインが併存するときに
も，空間的に切り離されている固定資産群を別々に取り扱い，それぞれのプ
ロックに異なる償却方法を適用していることがある。たとえば，東京工場に
は定額法を，大阪工場には定率法を適用するとか，製品X関連の製造設備に
は定額法を，製品Y関連の製造設備には定率法を適用するというのがその例
である。さらに，このプロック別と種類の違いとを組み合わせた複雑なクイ
プもあり，たとえば東京工場と大阪工場のそれぞれを独立の償却資産群とし
たうえで，資産の種類ごとに異なる償却方法を適用している会社もないでは
ない。
現実にはこのような状況が混在するので，償却方法の変更においてもさま
ざまなケースが生まれる。 1つの会社において 1つの償却方法に統一されて
いるのであれば，すべての償却方法をたとえば定額法から定率法へといった
ふうに全面的に転換するであろう。しかし，固定資産の種類やプロックごと
に別個の償却方法を適用している場合には，それぞれの償却方法を 1つずつ
変更する余地があり，変更のパターンも多様化する。たとえば機械装置だけ
を，大阪工場だけを，あるいは製品Y関連設備だけを，定額法から定率法へ
変更するといった選択が可能であるし， しかもその中で機械装置を選ぶ場合
でも，全部ではなく一部の機械装置だけについて償却方法を変えることもあ
る。したがって，償却方法の変更によって会計利益を動かしたいような場合
にも，対象となる固定資産を選ぶことによって，かなりの程度まで思いのま
まに金額を変えることができる7)0
7)償却方法の変更によって会計利益を増やしたいとしても，すでにすべての固定資
産に定額法が適用されている場合には，定額法へ変更する余地がない点に注意され
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(2) 償却方法変更のルール
経営者は「継続性の原則」によって， 会計方法の変更を制限されている
（企業会計原則第一の五）が，正当な理由があれば，その理由，影響額を開示す
ることを条件に変更することを許されている。このため，わが国では相応の
理由OO務の健全化，技術革新への対応など）をつけて償却方法を変更する例がた
えないが，監査上の運用ルールによれば，いったん変更したときには，同一
項目について 5年間，変更を制限されることになっている8)。また税法上の
制限もあり，一度変更した後では「おおむね3年間」， 変更を認めないとい
うルールも存在する9)0
償却方法を変更する場合でも，それを期末になってから行うと既に公表済
みの中間財務諸表（これは変更前の償却方法で作成されている）を作成し直さなけ
ればならない。また，変更するなら期首までにその旨を税務署に届け出てい
なければ，税務上の恩典を受けられないという税務上のルールも存在する。
たい。定率法による固定資産が残っているかぎりにおいて，それを定額法へ変える
自由があるにすぎない。この点で，経営者の選択の余地—機会集合一ーは会社に
よって違っており，何にでも自由に変更できるわけではない。
8)この監査上のル＿ルについてはさしあたり次を参照されたい。日本公認会計士協
会監査第一委員会報告36号，「中間財務諸表と年度財務諸表との会計処理の首尾一
貫性について」 (198¥1='.3月27日改正）， 日本公認会計士協会監査第一委員会報告40
号．「商法監査に係る監査上の取り扱い」 (1982年9月21日）， 日本公認会計士協会
監査委員会報告2<H号，「正当な理由にもとづく会計処理の原則又は手続の変更につ
いて」 (1982年9月30日改正）。
なお，これらのルールは業界内部のガイドラインの一種であり，必ずしも強制力
をもつものではない。
9)法令52では．減価償却方法の変更が認められる場合として，
1. 現行の償却方法を採用してから相当の期間（おおむね 3年）が経過してい
る，
2. 変更する償却方法によって，所得金額の計算が適正に行われる，
場合を挙げている。
また，減価償却方法を変更する湯合は，あらかじめその事業年度開始の日の前日
までに，変更する理由を記載した「変更承認申請書」を所轄税務署長に提出して承
認を受けなければならない。この申請が認められたときには，償却費の計算を変更
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わが国では期末になって償却方法を変更する会社も少なくないが，これらの
事情があるために，期首において償却方法を変更しておく例が多く，実務上
は前期の決算発表において次期に償却方法を変更する旨予告するのがふつう
になっている。
償却方法を変更するにはこのような制限や所定の手順があるが，対象資産
を変えれば，同一会社において次々に償却方法を変更できないわけではな
ぃ。また数年おきにであれば，同一資産についても償却方法を変えることが
できる。このため，かなり長期にわたって追跡してみると，同じ会社が何度
も償却方法を変えているケースが多数ある。はなはだしい場合としては， 1 
つの会社において定率法から定額法へ，定額法から定率法へと循環している
ケース，定率法の会社が定額法に「緊急避難」して，苦境を脱すると定率法に
復帰しているケース，定額法から一挙に定率法に移行すると償却負担が急増
するとして，数期に分けて計画的に定率法へ乗り換えているケースなども存
在する。また，会計方針を横並びで決めるのもわが国の特徴の 1つといえ，
特定の業界においては償却方法の変更がいっせいに行われることもある。こ
れらの事例については末尾の補論を検討されたい。
(3) 償却方法変更の影響
減価償却の方法を定額法から定率法（または級数法）へ変更すると，変更年
度だけについては償却費が大幅に増加し，それだけ会計利益が減少する。逆
に定率法から定額法へ変更すると償却費が減少し，会計利益が増加する（正
確にいうと，製造関連の償却費は製品原価に算入されるので， 償却費の増減と会計利
益の増減は同額にはならない）。しかし，こうした増減は変更年度だけのことで，
耐用年数全体を通じてみると，償却方法を変えても償却費総額には違いは生
まれない。減価償却は取得原価の枠の中で行われるから，当年度に償却費を
増加させると，将来の償却費負担は軽減されるし，逆に当年度の償却費を軽
するが，その場合には，その変更事業年度の期首現在の帳薄価額を基礎として法定
耐用年数に応ずる償却率を適用することになっている（法基通7-4-3)。
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減すると，将来の償却費負担は重くなる。
この点を例によって確認しておこう。いま取得原価 100億円，耐用年数9
年，残存価値10億円の設備があり，当初は定額法で減価償却を行っていたの
に， 4年目の期首になって定額法から定率法へ変更すると決めたとする（耐
用年数の見積りも，残存価値の見積りも変えないとする）。 この場合には，第 1表
のように，変更年度では償却費負担は大幅に増加（この例では94%増加）する
し，その翌年も償却費が増える。しかし，耐用年数の終わりに近づくにつれ
て結果は逆転し，定額法で償却する場合よりも償却費負担は減少する。
第2表は，当初は定率法によっていたのに， 4年目から定額法へ変更した
場合である。この場合には，変更年度から数年間は償却費が軽減されるが，
耐用年数の終わり近くでは，当初の定率法を継続した場合よりも償却費の負
担が増加している。ただ，変更年度の影響額は，定額法から定率法への変更
ほど大幅なものではない（この例では42%減）点に注意しよう。
第1表 定額法から定率法への変更 (4年目で上段から下段に移行） （単位億円）
年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9言t
定額法償却額* 10. 0 10. 0 10. 0 (10. 0)(10. 0)(10. 0)(10. 0)(10. 0)(10. )30. 0 
定率法償却額＊＊ 一 ー ー 19.4 14.0 10. 1 7.3 5.3 3.9 60.0 
（差額） +9. 4 +4. o +o. 1 -2. 7 -4. 7 -6. 1 o. o 
＊括孤内は当初予定の償却額
**4年目の期首，末償却残高70億で，定率法（償却率0.227)を適用
第2表 定率法から定額法への変更 (4年目で上段から下段に移行） （単位億円）
年度 1 2 3 4 5 6 7 8 9 言十
定率法償却額* 22. 6 17. 5 13. 5 (10. 5) (8. 1) (6. 3) (4. 9) (3. 7) (2. 9) 53. 6 
定額法償却額＊＊ 一 ― -6. 1 6. 1 6. 1 6. 1 6. 0 6. 0 36. 4 
差額 ー4.4-2.0 -0.2 +1.2 +2.3 +3.1 0.0 
＊括孤内は当初予定の償却（償却率0.22573)
**4年目の期首，末償却残高46.4億の段階で，定額法を適用
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これらの例からも明らかなように，償却方法を変えることは，現在の償却
費負担を軽くして将来の負担を重くするか，あるいは現在の償却費負担を重
くして将来の負担を軽くするかを選ぶことでしかない。耐用年数全体では償
却総額は同じである。しかし，このことは償却方法の変更にメリットがない
ことを意味するわけではない。
まず第 1に節税効果がある。たとえば定額法から定率法へ変更すれば，現
在の償却費は増加して，現在の納税額は引き下げられる。この結果として将
来の償費却負担が軽減され，将来の納税額が増えるが，それでもなお納税を
将来期間へ先送りするという意味があり，有利な結果が生まれる。また課税
は課税所得が黒字のときだけに行われるために，現在が赤字である場合には，
現在の償却費負担を下げておいて，将来の黒字が期待される年度において償
却費を増やせば，全体としての納税額が少なくなる。
第2に，値崩れで製品の売価が原価を割っているような場合には，償却費
を計上しても，そのすべてが資金として回収されないことになり，いわゆる
減価償却による金融効果が減殺される。そこで値崩れのときには，たとえば
定額法への変更によって償却費負担を先送りしておいて，価格の回復を待っ
てから償却費を増やすと，金融効果が大きくなる。
しかし，これらの点よりももっと重要なのは，将来への思惑である。いま
は好況で会計利益が多いとしても，いずれは不況になって将来に会計利益が
少なくなるかもしれない。場合によっては将来には赤字に転落して，償却費
を回収する機会を失うかもしれない。とすれば，好況のときにできるだけ多
＜償却費を回収しておいて将来に備える（「身を軽くする」）のが得策になって
くる。同様のことは，苦境にある場合にもいえ，当期の収益によっては償却
費を回収しきれないとすれば，いまは償却費負担を軽減しておいて，将来の
回復に期待するという動機につながりやすい10)0 
10)ここでは取り上げないが，耐用年数の変更を通じて年々の償却費を調整している
例も多い。たとえば， M社でヒヤリング調査してみると，税務上の耐用年数表，企
業グループの耐用年数表，自社内の耐用年数表の3つを用意していて，収益の状況
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会計の教科書では，減価償却は取得原価の期間配分手続きで，好不況とか
会計利益の多寡にかかわりなく，秩序だてて実施しなければならない点が強
調されている。しかし，実務においては，むしろ投下資金の回収という考え
方が優先し，会計利益が多ければ早く回収し，会計利益が少なければ先送り
することが多い。このため，償却方法は首尾一貫して適用されるというより
も，その場その場の状況におうじて，めまぐるしく変更されることになりや
すい。この変更にどのような規則性があるかを明らかにするのが，以下の実
証分析の課題である。
4. 実証分析
(1) 分析モデル
まず基本的な仮説を提示することにしよう。いま償却方法を変更する年度
を0期とする。経営者はこの 0期の期首において，期末に達成したい標的利
益 (targetincome) ITを定め，期末の実際会計利益 I。をそれに近づけたい
と考えている。そこで，期末の予想会計利益 lo'を想定してみて，それが標
的利益 ITに比較して「多すぎる」とか「少なすぎる」と思われるときに
は，期首において償却方法の変更を決定する 11)。具体的にいえば，期末の予
におうじてこれらの耐用年数表を細かく使い分けていることが分かった。
なお，この耐用年数の変更も裁量行動といえるが，固定資産がらみの裁量行動と
しては，そのほかに，償却費を増やす代わりに固定資産を（子会社などに）売却し
て除却損を計上するとか，セール・アンド・リースバックによって定率法から定額
法へ変更したのと同じ効果を達するという場合がある。また小額固定資産の計上基
準（いわゆる資本的支出と収益的支出の区別）を変更するという方法も一般的で，
よく利用されている。しかし，ここでは償却方法だけに焦点を合わせ，固定資産に
かんするものでも，これらの他の裁量行動は検討から除外することにしたい。
11)ここで「多すぎる」とか「少なすぎる」というのは，営業成績の不振によるかも
しれないし，過去の過大な設備投資のために償却費負担が急増したためかもしれな
い（補論に例示されているように，定率法から定額法へ移行する理由としてはこれ
が多い）。同じことが「過大」な場合にもいえ． その背景には， 好況などいろいろ
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想会計利益 I。'が標的利益 H より大きい(I,。'>IT)ときには定額法から定率
法へ変更し，会計利益を圧縮するし，予想会計利益 Iいが標的利益 Hより
小さい(I,。'<h)ときには，定率法から定額法へ変更して，会計利益を膨らま
せる。したがって，次の式の G。'の符合が重要になる。
G。'=Ii。'-Ir (1) 
この場合に経営者が期首に予測する期末の予想会計利益 lo'は，前期と同
じ償却方法によることを前提にするもので，「償却方法を変更しなかったと
したなら」という仮定法にもとづいている。この予想会計利益 lo'と標的利
益 H とを比較して定額法から定率法へ変更すれば，償却費はD億円増加す
るし，定率法から定額法へ変更すると償却費はD億円減少する。償却方法を
変更すれば償却費は増減し，予想会計利益 Iいは実際の会計利益 I。におき
かえられるが，こうして利益額を動かすのが経営者のそもそもの狙いであ
る。いずれにしても，実際の会計利益 I。には償却費の増減Dが織り込みず
みになっているから，予想会計利益 I。'を求めるには，償却費の増減Dの分
だけ実際の会計利益 I。を補正しなければならない。
I。'=L。+D (2) 
経営者が想定する標的利益 ITはその会社の過去の平均かもしれないし，
業界の平均（「同業他社なみ」）かもしれない。あるいは前期のa彩増の利益と
か，安定配当に必要な利益とかいったものかもしれない。これにはいく通り
かの考え方がありうるが，いずれにしても推測の域をでない。そこで，以下
ではさしあたり前期の会計利益 Iー1を基準にして， 今期の標的利益 ITを
定めるものとしよう。その場合に 2つのケースが考えられる。
まず第1のケースとして，前期の会計利益 Iー1が満足すべき水準にあると
して，今期の標的利益を前期の会計利益と同額に(IT=lー1)定める場合を仮定
な事情があることが考えられる。しかし，ここではその原因を問わず，実際の会計
利益がどうなるかだけを気にしているものとしよう。
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してみよう。この場合には，予想される今期の会計利益が前期の会計利益を
越えれば (G。'>O)「多すぎる」と判定されて，定額法から定率法への乗り換
えがおきるし，それを下回る (G。'<O)と「少なすぎる」と判断されて，定率
法から定額法への変更がおきることになる。これが，以下で検証する第 1の
仮説である。
第2に，前期の会計利益 Iー1が不満足な水準にある場合には，業界の平均
など，まったく別個の数値 I*を標的利益にする Ur=l*)と考えてみよう。
たとえば前期の利益が赤字であれば，今期もまた同額の赤字にするというよ
りも，まず黒字に転換し，同業他社並みにすることが目標になるであろう。
このような場合には，今期の予想利益 I。'が前期より多くなる（赤字幅が縮小
したり黒字転換する）としても，それが「多すぎる」と判断されるようなこと
は考えられない。むしろ，今期の利益が増えても（赤字が減っても），標的利益
を下回る (I,。'くI*)かぎり，なおも「少なすぎる」として，定率法から定額法
へ変更する可能性の方が大きい。これが第2の仮説である。
この第 2の仮説によると，今期の予想利益が増えそうなとき (G。'>O)には
定率法から定額法への変更がおきるが，それが減りそうなとき (G。'<O)にも
同じ裁量行動がおきるかもしれない。前期が赤字で今期にその赤字幅が拡大
しそうであるとすれば，予想利益は標的利益からますます遠ざかり Uo'<I*),
状況は悪化する。 しかし， このような場合には， いわゆる「ビックバス」
(big bath)がおきやすく，赤字幅が拡大されることも考えられないでない。
事態が深刻になると，将来の償却費負担を軽くするために，定額法から定率
法への変更によって現在の償却費を増やす可能性がある。この可能性がどれ
ほど現実的かは不明であるが，それがおきるとすれば，第2の仮説は第 1の
仮説とはまった＜逆の選択を想定することになる。
前期の会計利益 Iー1を出発点にすると，第2の仮説はそれから遠ざかるよ
うに経営者が動機づけられていると仮定している。これに対して，第 1の仮
説は，今期の予想会計利益が前期の利益以上であれば圧縮し，前期の利益以下
であれば膨らませることを意味しており，利益平準化仮説(incomesmoothing 
経営者の裁量行動と償却方法の変更（岡部） (447)211 
hypothesys)と同様の考え方に立つことになる12)。前期の会計利益 L1を基準
にして「多すぎる」ときに圧縮し，「少なすぎる」ときに水増しすれば，長
期的にみると，利益の変動性が減衰される（統計的にいえば分散が小さくなる）。
したがって，第 1の仮説を実証することは利益平準化仮説を裏付けるという
意味をももつことになる。
(2) 調査の方法
上場会社（金融・証券を除く）中で， 1985年 1月から1991年12月までの 7年間
の間に償却方法を変更した会社がこの分析の基本サンプルである。原デーク
は有価証券報告書の「会計方針」の記載によっており，それぞれの会社につ
いてどの方法からどの方法へ変更したか，その影響額がいくらかを個別に調
査した。ここで「影響額」 というのは， 変更年度の償却費の増減額（増加が
プラス，減少はマイナス）であり， 将来期間の償却費への影響， 納税額への影
響などは含まない。そして，変更年度とその前年の会計利益⑥訊t利益）など
の財務デークも必要なので，それらを日経 NEEDSの磁気ファイルから抽
出した。合併などのためにデータが揃っていない会社が数社あり，それらを
除外すると，最終的に 126社のデータが残った。
第 3 表はこの償却方法変更会社の変更パターンを「定額法から定率法~
数法）」と「定率法から定額法」に二分して， 該当会社数を年度別に示した
ものである。この第 3 表によれば，調査期間中に定額法から定率法~数法）
に変更した会社は90社，定率法から定額法へ変更した会社は36社あることが
わかる。
償却方法を定額法から定率法に変更すれば償却費が増加するし，定率法か
ら定額法へ変更すれば償却費が減少する。この変更の影響額Dを予想会計利
益（変更前の利益） lo'に対比すると，「影響度」 K。を測ることができる。
K。=D/abs(li。') (3) 
12)なお，この利益平準化仮説については，岡部 (1985)の第8章を検討されたい。
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第4表は影響額と影響率について記述統計分析を行い，償却方法の変更の
影響を調べたものである。最初に全体について， 次に定額法から定率法（級
数法）に変更した会社について，最後に定率法から定額法へ変更した会社に
ついてどの程度の影響を与えているかを区分表示している。それによれば，
定額法から定率法への変更では平均16億円 (42%), 定率法から定額法への変
更では一11億円 (112彩）の償却費増減があることがわかる。
第3表償却方法変更会社の年度別分布
年度 定額法から定率法 定率法から定額法 合計
1985 7 2 ， 
1986 10 2 12 
1987 6 12 18 
1988 13 3 16 
1989 26 4 30 
1990 14 2 16, 
1991 14 1 25 
合計 90 36 126 
第4表償却方法変更の影響 償響額の単位：億円）
平均 標準偏差 最大 最小 サンプル数
1. 全サンプル
影響額 8.72 35.24 221. 23 -140. 00 126 
影響率 -0.04 2.65 26.27 -9.20 126 
2. 定額法から定率法
影響額 16.68 34.90 221. 23 0.00 90 
影響率 0.42 2.73 26.02 0.00 90 
3. 定率法から定額
影響額 -11.17 27. 71 0. 00 -140. 00 36 
影響率 -1.12 2.06 0.00 -9.20 36 
*2. と3.の平均の差（影響額の t値： 4. 27574, 影響率のt値： 3.0520) 
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(3) 調査の結果
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償却方法を変更した会社126社についてまず利益率（経常利益／総資産）を検
討し，その分布を調べた（平均3.28彩，標準偏差4.19)。そして，前期のそれが
0彩近傍にあるとき， 変更バターンが分かれる傾向がみられるので， 便宜
上，前期利益 L1が負（赤字）か正（黒字）かによってサンプルを 2つの部分
集合に分割し，それが負の会社は「不満足な水準」にあるものとみなすこと
にした。そして，それぞれにおいて，償却方法を変更しなかったと仮定した
場合の変更年度の経常利益 I。'とその前年の経常利益 L1との差 G。'を計
算して，その符合が正か負か（増益か減益か）によってケースを二分した。こ
の分類に，償却方法の変更のクイプを定額法から定率法（級数法）へという場
合（利益圧縮型）と定率法から定額法へという場合（利益捻出型）を組み合わせ
て作成したクロス表が第5表～第 7表である。
第5表は全サンプルを分類したものであるが，これによると今期の予想利
益が増加するかどうかによって，裁量行動が違うことがわかる。予想利益が
増える場合には定額法から定率法への変更が，予想利益が減る場合には定率
法から定額法への変更がおきやすいといえる。第 6表によって前期利益が黒
字であった108社だけをみると，この傾向はもっと鮮明で， 変更年度の予想
利益が増えそうなときには定額法から定率法へ，それが減る場合には定率法
から定額法へ切り換えられている。いずれも炉（カイニ乗）値はかなり高いか
ら，この傾向はたんなる偶然の所産とはいえず， したがって第 1の仮説は支
持されているとみることができる。
第7表は前期の経常利益が赤字の会社の場合であるが，左下のセルの度数
はゼロになっているから，赤字幅が拡大するのになお償却負担を増やすビッ
クバスはなかったことになる。むしろ，今期の予想利益が増減するかどうか
にかかわりなく，ほとんどが定率法から定額法へ切り換え，償却費負担を軽
くしているようにみえる。しかし，この場合にはが値も低いうえに，検定
に必要な条件が満たされておらず，第2の仮説が成り立つかどうかはこのク
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第5表償却方法の変更（釦本）
定額法⇒定率法 定率法⇒定額法 合計
G。'>O 81 15 96 
G。'<O ， 21 30 
合計 90 36 126 
が=33.11433(自由度 1: 有意水準 0.00001)
第6表 償却方法の変更 (I-1>0の場合）
定額法⇒定率法 定率法⇒定額法 合計
G。'>O 77 5 82 
G。'<O ， 17 26 
合計 62 22 108 
が=42.77687 (自由度 1: 有意水準 0.00001)
第7表償却方法の変更 (l-1<0の場合）
定額法⇒定率法 定率法⇒定額法 合計
G。'>O 4 10 14 
G。'<O ゜ 4 4 合計 4 14 18 
が=1.46939
ロス表だけでは確認できない13)0
さて，すでに述べたように，償却方法の変更には多様なパターンがあるか
ら，経営者は変更対象資産を選ぶなどの方法で，変更による影響額を自由に
13)が値を使って独立性の検定を行う場会には， 各マスの期待度数（行の周辺度数
と列の周辺度数の積）が5以上でなければならない。この第7表の場合はこの条件
を満たさないので，が値は計算できても， それを使ってが検定を行うことがで
きない。
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変えることができる。とすれば， 予想利益の増減額 G。'が大きい（予想増益
幅，減益幅が大きい）ときには償却費負担の増減額Dも大きくなるし，予想利
益の増減額 G。’が小さいときには償却費負担の増減額Dも小さくなるので
はないかという想定が成り立つ。この予想利益の増減幅と償却方法の変更の
影響との間の関連を調べるには，次の式にしたがって単純回帰分析を試みる
のが有益と思われる。
D= a+ pc。I (4) 
第8表は，通常の最小二乗法(OLS)によってその回帰係数を推計したもの
であるが，それによると，全サンプルのケースについても，前期利益が正負
いずれのケースについても相関係数はかなり高く，無相関であるという帰無
仮説は 2%以下の危険率で却下できる。つまり，予想利益成長額 G。'と償却
方法変更の影響額Dとの間には有意な相関があって，償却費負担の増減はか
なりの程度まで利益の見通しによって説明することが可能である。
まず，全サンプルの場合についていえば， f3の符合はプラスであり， G。'
が増加するとDもそれにおうじて増加し， G。'が減少するとDも対応して減
少するという一般的な傾向があることが知れる。その中で Li>Oのケース
だけに絞るとこの傾向がいっそう顕著になり，予想利益 I。'が前期利益 L1
よりも大幅に高くなりそうなときには影響額をますます増額させ，低くなり
そうなときにはそれを大幅に減額させていることがはっきりしてくる。これ
は，会計利益が減少しそうなときには償却方法の変更によって利益を水増
し，会計利益が増加しそうなときには利益を圧縮していることを裏付けてお
り，第 1の仮説に現実妥当性があることを示すものといえよう。
次に， Iー1<0の場合も有意な強い相関が生まれているが，その符合はマイ
ナスで，逆相関になっている。これは，前期利益が赤字の場合には，同じく
償却方法の変更の動機づけられるとしても，その変更の仕方に違いがあるこ
とを意味している。前期利益が負のときに G。'が増加すれば，予想利益の赤
字幅が縮小し，場合によっては黒字に転換するし， G。'がマイナスになると
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第8表回帰係数
ケー ス <1, p r r2 8 N 
全サンプル 5.00933 0.11338 0.41609 0.17313 0.00001 126 
1-,>o 6.71308 0.11607 0.42758 0.18282 0.00001 108 
L1<0 -1. 78651 -0.09399 -0.52582 0.27648 0.01250 18 
a: 定数， p:傾き， r:相関係数， r2:決定係数， s:有意水準， N:サンプル数
その値が大きいほど赤字幅が増加する。この状況において，逆相関になって
いるとすれば， G。'が増加するほど影響額Dが小さくなる，あるいは G。'
が増加するほどマイナスの影響額Dが拡大するという関係があることにな
る。これは，利益が回復してきてもなお定率法から定額法への変更がおき，
G。'の増加におうじて償却費負担が軽減されていることを反映するものとい
える。この結果はいうまでもなく第2の仮説に支持を与えている14)0 
5. 結び
会計情報がよく利用されていて，会計数値によって経営者を強く締めつけ
れば締めつけるほど，その締めつけを逃れようとする裁量行動が誘発されや
すい。裁量行動は会計情報が利用されていなければ現れないはずもないので
あり，日本でそれが多いということは，わが国で会計情報がよく使われてい
ることの何よりの証拠といわなければならない。会計情報の役立ちに疑問を
14)ここで変更の影響と予想利益増減とは金額べ＿スでみているが，それらは比率と
して表せないわけではない。たとえば，予想利益の成長率 P。を次のように定義す
る。
Po=G。'/abs(lー1)
この場合， P。と償却方法の変更の影響率 K。との間にも同様の相関関係が存在
する可能性が強いとも考えられる。そこで， P。を説明変数に， K。を被説明変数に
・して，同じ単純回帰分析を行ってみたが，この場合には有意な関係を発見すること
はできなかった。いずれのケースも決定係数が極端に低く，無相関という帰無仮説
を棄却できない。
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差し挟む向きもないではないが，事実はまった＜逆で，わが国では経営者を
コントロールするために会計情報が広く利用されているのである。
この裁量行動は裁量的支出の調整，ォン（オフ）バランスシート化，会計方
法の変更など，いろいろな形をとるが，その典型の 1つは減価償却方法の変
更である。わが国では，会計利益が増えすぎれば償却費負担を増額し，減り
すぎれば償却費負担を軽減するのはごくふつうのことで，そうするのはビジ
ネス界の「常識」といえなくもない。また，苦境に喘ぐ会社が定率法から定
額法に変更して，当座を凌ぐというのも広く知られていることで， これも
「常識」の部類に属するといえよう。しかし，それが日本の会計を特徴づけ
ているにもかかわらず，なぜこうした「常識」が日本で通用するのかはまっ
たく明らかにされていない。「あってはならないこと」と論難する文献は多
数あるが，この「現にあるもの」を見据え，その成り立ちを理論的に解明し
ようとする試みは少ない。
そこで，本稿では，最初に裁量行動の意味を明確にしたうえで， 日本の選
択環境を検討し，さらに経営者が償却方法をどのように選ぶ可能性があるか
を仮説として提示した。そして，経験的な証拠によってそれらの仮説を裏付
け，これによってわが国の選択行動がどうなっているかを実際のデータを通
じて明らかにした。 この実証分析は「常識」の再確認でしかないが，日本
で現に行われている会計実務の一端に光をあてるものといえよう。
もちろん， ここでは裁量行動を償却方法の変更に代表させているにすぎ
ず，他の裁量的方法をも同時に視野に取り入れたものではない。またそれ
も，単に償却方法の変更にかんする一般的傾向を指摘しているだけで，それ
を経営者報酬契約，負債契約など，特定の「会計ベースの契約」に関連づけ
たものでもない。そのほか，配当余力など，償却方法の変更にかかわりが深
いわが国特有の要因も，説明変数に取り入れているわけではない15)。これら
の点からしてここで試みた分析はきわめて不十分であり，将来に多くの課題
15)配当の拘束と会計方法の変更との関連を分析したものとしては， 岡部 (1991),
伊藤 (1991)があるので，参照されたい。
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を残すものといえる。しかし， 日本の会計を明らかにするには，断片的では
あっても，現状についての知識を 1つひとつ積み上げることが大切である。
本稿はその第一歩として，償却方法の変更を取り上げたものである。
I補論】償却方法変更の事例
わが国で実際に行われた償却方法の変更についてデータを集めてみると，
特異なケースが多数ある。その中で特徴的な事例をいくつか紹介しておこ
う。
1. 鉄鋼業界における償却方法の変更
1987年の円高不況において，高炉大手各社では大幅な実質赤字が避けられ
ない見通しになり，有価証券の売却などで「益出し」をすすめたが，それで
も赤字を埋め切れないとして， 償却方法を定額法に変更した会社が続出し
た。まず NKK(日本鋼管）は1988年 3月期から京浜製鉄所を対象に償却方法
を定額法に切り替え， 200億円もの償却費負担を軽減した。実質経常赤字は
500億円に達する見通しであったが，これによって赤字は大幅に圧縮された。
川崎製鉄も1988年3月期には実質経常赤字が250億円に達する見通しになり，
知多製造所の設備については定額法へ変更する予定だと発表した。
両社に先立って神戸製鋼所は1986年 9月中間期から，加古川製鉄所の償却
方法を定率法から定額法に変えていた。これにより， 1987年 3月期の同社の
費用負担は98億円軽減され， 1987年 9月期の実質経常赤字の 700億円は 10%
以上が圧縮された。なお，この1987年 3月期には，合同製鉄が姫路製造所の
製鋼設備を， 日本ステンレスが直江津製造所を定率法から定額法へ変更して，
赤字を見かけ上少なくしている。
新日本製鉄では，円高デフレに苦しんだ1987年 3月期の決算は，株式売却
や在庫評価法の変更などで赤字を圧縮した（総平均法から後入先出法への変更だ
けで509億円の赤字が減少した）。それからわずか 2年後には， 一転して収益が
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急回復しはじめた。そこで， 1989年 3月期には生産設備の減価償却方法を定
率法に変えて，今度は利益の社外流出を防ぐ方針を採用した。君津製鉄所の
全資産と八幡製鉄所の鋼管工場の機械・装置の償却方法を定額法から定率法
へ変更し，これによって償却費負担を46億円強増やしたのである。
この 1989年 3月には NKKの経常利益は初の 1,000億円台を超え， 90年 3
月期も増益が続く見通しとなった。そこで，京浜製鉄所，福山製鉄所の工場
建屋，各種施設を含む製鉄関連すべての機械・装置について，定額法から定
率法に変更して， 205億円も償却費を増加させた。京浜製鉄所は 1988年に定
額法に変えているから，この固定資産については元に戻したことになる。
なお， この1990年 3月期には，中山製鋼所が機械装置の一部（償却費増33億
円）を，東京製鉄が九州工場の大形工場設備 (17億円）を，大同鋼板が湖南製
造所 (1億円）を，住友金属工業が和歌山製鉄所の機械装置 (29億円）を，日新
製鋼が周南製鋼所など (37億円）を，それぞれ定率法に切り換えている 16)0 
2. 紙・パルプ業界における償却方法の変更
中越パルプ工業の1989年12月期は旺盛な紙需要と設備増強により，経常利
益が大幅に増加し， 14年ぶりに最高益更新となりそうな形勢になった。そこ
で，鹿児島・川内工場の減価償却方法を定額法から定率法に変更し，減価償
却費を12億円増加させ，これによって経常利益を70億円台 (62%増）にとどめ
た。山陽国策パルプも1989年 3月期には，定額法から定率法へ変更し，償却
費を40億円増やしているし，十條製紙も機械装置の一部を定額法から定率法
に切り換え，利益を33億円圧縮している。
その後，市況が悪化して，紙パルプ業界では業績低迷がつづき，過去の過
大な設備投資の負担が重くのしかかってきた。そこで，償却費負担を軽減す
16)これらの点については， 日経本紙朝刊1987.03.17,16頁； H経本紙朝刊1987.04. 
05, 2頁；日経本紙朝刊1988.12. 19, 35頁；日経産業1~89.05.30, 18頁；日経金融
1989. 06. 05, 15頁を検討されたい。なお，鉄鋼メーカーの会計政策については伊藤
(1991)の分析が有益である。
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ることが必要になり， 1990年9月中間期に，本州製紙，大王製紙，神崎製紙
の3社が償却方法を定率法から定額法に変更した。大王製紙では1988年度か
ら1,500億円もの合理化投資を行ってきたため，その負担が過重になり，三
島工場（愛媛県）の建物，機械などの償却法を定率法から定額法に変更するこ
とに決定した。これによって減価償却費が103億500万円減少したが，もし定
率法を採用していれば44億円弱の経常損失となるところが48億900万円の経
常利益になったから，償却方法の変更によって赤字が黒字に化けたことにな
る。
同様に，本州紙は富士工場（静岡県）の機械装置を， 神崎紙は富岡工場（徳
島県）のパルプ製造設備を定額法に変えた。 2社の経常利益はそれぞれ20億
6,900万円， 20億3,300万円であったが，定率法を採用した場合はそれぞれ11
億4,800万円， 16億1,200万円となったはずだから，減益幅は見かけ上大幅に
小さくなってしまった17)。
3. 二年連続の償却方法の変更
全日空は経常最高益を記録した 1989年 3月期に， ボーイング 747-SR100 
型機の償却方法を級数法に変更して 110億円もの上積み償却を実施した。
1990年3月期も業績は順調で， 消費税の導入にともなう通行税の廃止など
で，国内線の旅客収入は二桁成長となった。 この好業績を背景に， 同社で
は，いくつかの機種を選んで，それまでの定額法から負担の重い級数法に償
却法を切り換えた。このため，同社は 2年連続で，償却方法を変更すること
になった。
同社は当時ボーイング 747-SR100型機など全部で 9タイプの機種を所有
していたが，ほとんどが定額法による償却であった。そこで，これらの中か
らボーイング 767-200型機 (25機）， ボーイング 767-300型機(9機）とボー
イング747-200B型機 (2機）の 3機種を変更の対象としたうえで，利益の水
17)日経本紙朝刊1989.02.09,16頁；日経金融1990.11.13,・7頁；日経産業1991.08. 
02, 25頁を参照。
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準を見ながら最適な組み合わせを選択した。その結果，減価償却費は 221億
円増加し，経常利益は210億円となる見通しになった。
なお，この1989年 3月期には， 日本航空も経常利益が当初見込みを80億円
近く上回り，前期比40彩強増の 460億円を超える見通しになったとして，
1988年 9月中間期から一部航空機(DC10の1雑/£)の償却方法を定額法から負
担の重い定率法に変更している 18)0
4. 定額法への避難
東武鉄道は1987年 9月中間期から鉄道事業の固定資産のうち，建物，建物
付属設備，機械などの償却方法を従来の定額法から定率法に変更した。これ
により中間期では定額法による場合と比べて減価償却費が 6低円，通期では
10億円前後増加することになった。これは，第一次石油危機後，収益環境の
悪化にともない定率法から定額法に変更していたのを元に戻したものであり，
苦境時に定額法へ「緊急避難」したケースの 1つである19¥
5. 設備投資の圧迫による変更
アサヒビールは1991年 6月中間決算から，生産設備の減価償却法を定率法
から定額法へ変更したが，これは，生産設備の新鋭化の時期が一時期に集中
したため，初期に多額の償却を必要とする定率法では当面の償却負担が大き
くなりすぎるという理由によるものであった。
同社は「スーパードライ」の大ヒットもあって1986年12月期からの 5年間
で生産設備に計3,930億円を投資し，生産能力を3.5倍に引き上げた。ビール
7工場をすべて新鋭化したが，うち 5工場の新設備の完成は1990年と1991年
に集中したため，定率法のままであれば， 1991年の減価償却費は 340億円に
も達することになった。
18)日経金融1989.09.21,19頁；日経本紙朝刊1988.11.09,17頁；日経本紙朝刊1989.
01. 05, 15頁による。
19)日経金融1987.11.19,13頁；日経産業1987.12.21,21頁を参照。
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他方，収益の伴びも鈍化してきて，利益の下方修正が避けられなくなって
きて，営業減益になる公算が大きくなっていた。そこで，定額法への変更し，
これにより減価償却費を約半額の 170億円に抑えようとしたものである。こ
の変更により，減益になるはずのその期の営業利益は前期比50彩増の 230億
円になる見通しに変わった20)。
20)日経金融1991.08.04, 4頁；日経本紙朝刊1991.08. 02, 14頁を参照。
参考文献
Baber, William R., Patricia M. Fairfield and James A. Haggard, "The Effect 
of Concern about Reported Income on Discretioary Spending Decisions : The 
Case of Research and Development," T. 加 AccountingReview; Vol. 6, No. 4 
(October 1991), pp. 818-829. 
Healy, P. M., "The Effect of Bonus Schemes on Accounting Decision," ;ournal 
of Acco四血gand Economics, Vol. 3 (April 1985), pp. 85-107. . 
Holthausen, R. W., "Evidence on the Effect of Bond Covenants and Manage-
ment Compensation Contracts on the Choice of Accounting Techniques : The 
Case of Depreciation Switchback," Journal of Accounting and Economics, Vol. 
3 (March 1981), pp. 73-109. 
Holthausen, R. W., and R. W. Leftwich, "The Economic Consequences of 
Accouuting Choice: Implication of Costly Contracting and・Monitoring," 
Journal of Accounting and Economics, Vol. 5 (August 1983), pp. 77-117. 
伊藤邦雄．「会計政策とインセンテイプーー鉄鋼業の実証分析を中心として一」，『一
橋大学商学研究』，第31号 (1991年4月）， 169-293頁。
McNichols'M., and P. Wilson, "Evidence of Earnins Management from the 
Provisoil for Bad Debts," Journal of Accounting Research, Supplement to 
Vol. 26 (1988), pp. 1-31. 
岡部孝好，『会計情報システム選択論』（中央経済社， 1985年）。
岡部孝好，「日本企業の配当余力と会計上の選択」．「産業経理』第51巻1号 (1991年4
月）， 72-82頁。
岡部孝好，「取引価格交渉と会計方法の選択」，「会計』第142巻第1号 (1992年7月），
12-29頁。
Sihpper, Katharine, "Commentary on Earnings Management," Accounting Ho-
rizons, Vol. 3, No. 4 (December 1989), pp. 91-102. 
Trueman, B., and S. Titman, "An Explanation for Accounting Income Smoo-
経営者の裁量行動と償却方法の変更（岡部） (459)223 
thing," journal of Accounting Research, Supplement to Vol. 26 (1988), pp. 
127-139. 
Watts, Ross L., and Jerold L. Zimmerman, "Positive Accounting Theory: A 
Ten Year Perspective," The Accounting Review, Vol. 65, No. 1 (January 
1990), pp. 131-156. 
Zmijewski, M., and R. Hagerman, "An Income Strategy Approach to the 
Positive Accounting Standard Setting/Choice," Journal of Accounting and 
Economics, Vol. 5 (August 1983), pp. 129-149. 
